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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は、１）日本の高等教育についての基礎的なデータを大規模調査によって蓄積し、そ
の分析をおこない、２）それをもとに各国の高等教育との比較分析を行うとともに、３）その
基礎にたって、日本の高等教育の課題を明らかにすること、を目的とした。とくに大規模調査
については、①高校生調査（高校 3年生 4000人を、その後 5年間にわたり追跡）、②大学生調
査（127大学、約 4万 8千人の大学生について学習行動を調査）、③社会人調査（9千事業所、2
万 5千人に大学教育の経験、評価を調査）、④大学教員調査（回答者数約 5千人）、⑤大学職員
調査（回答者数、約 6千人）、を行い、それをデータベース化した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 Focusing higher education in Japan, this project aimed at 1) conducting large-scale 
surveys, 2) analyzing the data and comparing the results with similar studies in other 
countries, and 3) identifying key issues in designing future higher education in Japan.  
The large scale surveys include: tracer survey on high school seniors (4000 initial 
samples), college students survey (48 thousand students), college graduates survey (25 
thousand persons), college faculty survey (5 thousand respondents), and college 
administrator survey (6 thousand respondents).  
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 直接経費 間接経費 合 計 

2005年度 73,100,000 21,930,000 95,030,000 

2006年度 63,600,000 19,080,000 82,680,000 

2007年度 72,600,000 21,780,000 94,380,000 

2008年度 72,600,000 21,780,000 94,380,000 

2009年度 74,500,000 22,350,000 96,850,000 

総 計 356,400,000 106,920,000 463,320,000 
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１．研究開始当初の背景 

日本の社会が知識社会化、グローバル化な
どの課題にこたえるために、21世紀前半を見
通して日本の高等教育の構造的な輪郭、いい
かえればそのグランドデザインを構築する
ことが緊要の課題であるが、そのための基礎

的データ、さらにそれを用いた国際比較など
の分析的作業がまだ十分ではない。 
 

２．研究の目的 
 こうした観点から本研究は、１）日本の高
等教育についての基礎的なデータを大規模
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調査によって蓄積し、その分析をおこない、
２）それをもとに各国の高等教育との比較分
析をおこない、３）その基礎にたって、日本
の高等教育の課題を明らかにすること、を目
的とした。 
 
３．研究の方法 
 課題に応えるために、以下の調査を行った。 
 
A高校生追跡調査 
   調査名 年度 回答者数 

A-0 基本調査 

 

 

 

A-1 第 1 次追跡調査 

A-2 第 2 次追跡調査 

A-3 第 3 次追跡調査 

A-4 第 4 次追跡調査 

A-5 第 5 次追跡調査 

H17 

 

 

 

H17 

H18 

H19 

H21 

H23 

生徒 

 4､000 人 

（保護者 

  4,000 人）  

 4､000 

  3,493 

  2,906 

  1,991 

 1,657 

H17 年度 9 月に高校 3 年生を全国からサン
プリングし、家族背景、高校での学習状況、
高校卒業後の進路希望、などについて質問票
を配布して調査した。同時に保護者にも対応
する質問を行った。回収数を 4000 人になる
まで対象を拡大した。これをもとに、サンプ
ルの高校生の卒業直前に、その後の進路につ
いて調査し、さらにその後、同一対象に対し
て、就学状況などを調査している。サンプル
の脱落はあったが、H23 年 2 月の第 5 次追跡
調査では、1657人から回答をいただいた。 
 
B.大学生調査 

   調査名 年度 回答者数 

B-1 第 1 回調査 

B-2 第 2 回調査  

B-3 追跡調査 

H18 

H19 

H20 

 

計 48,233 人  

1,144  

大学在学者(1～4 年次)について学習行動
（学習時間、授業の評価）、キャリア意識（能
力、将来展望）、背景（家庭背景、友人など）
を聞いた。H18,19年度に全国の大学に協力を
依頼し、総計 127 大学、288 学部の計 4 万 8
千人の学生から回答を回収した。またこの調
査への回答者のうち、追跡調査への協力に同
意した人に対して、H20 年度にメールを用い
た追跡調査をおこなった。 

 
C. 社会人調査 

   調査名 年度 回答者数 

C 事業所ｻﾝﾌﾟﾙ調査 

 

 

 

H21 一般職員 

25,177 人 

人事担当者 

 9,354 人 

大学卒業者を対象として、職業上の知識技
能の要求、大学教育への評価、そしてこれか
らの学習要求などについて質問票による調
査をおこなった。事業所調査では、事業所統

計をもとに全国から事業所をサンプリング
して郵送による調査を行い、人事担当者９千
人、それ以外の従業員約 2万 5千人から回答
を得た。 

 
D. 大学教員調査 
   調査名 年度 回答者数 

D.全国大学教員調査 H22  5.311 人 

（国立 1876、
公立 444、私
立 2965 人） 

全国の国公私立大学の教員に、おもに教育
関係の業務と、大学教育のあり方について尋
ねた。回答者数は全部で 5,311人、回答率は
31パーセントだった。 
 

E. 大学職員調査 

   調査名 年度 回答者数 

E.全国大学事務職員
調査 

H22  5909 人 

（国立 1587、
公立 598、私
立 3724 人） 

全国の国公私立大学の職員に、職務の内容、
大学経営のあり方などについて意見を尋ね
た。回答者総数は 5,909 人、回答率は 34 パ
ーセントだった。 
 
４．研究成果 
 以上の調査等の結果の単純集計表はウェ
ブ（http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump）で
公開されているほか、以下の報告書にまとめ
られている。 
『高校生の進路追跡調査―第 1 次報告書』 

（2007年 9月) 
『大学教育に関する職業人調査 第１次報
告書』（2010年 2月) 

『全国大学生調査 第１次報告書』（2008 年
5月) 

『全国大学生調査 追跡調査報告書』（2009
年 12月） 

『大学教育の現状と将来 ―全国大学教員
調査報告書―』（2010年6月、ウェブのみ）、 

『大学事務組織の現状と将来 ―全国大学
事務職員調査報告書―』（2010 年 6 月、ウ
ェブのみ） 

 
 調査結果の分析は多岐にわたるが、その
一端を示せば以下のようになる。 
大学進学の規定要因  
成果の第一は、高校から大学への進学選択

の構造について、体系的な知見を得たことで
ある。これまでは、大学進学には、親の社会
階級が影響を与えることが指摘されてきた
が、それはおおむね部分的なデータによるも
のであった。また親の所得階級別の進学率に
ついては文部科学省による推計があったが、
推計方法に制約があった。この調査は、高校



 

 

生を対象とする全国的なサンプリングによ
って、それを体系的に明らかにした。 
とくに、本人の成績が直接的にはもっとも

重要な要因であるものの、家庭所得が直接に
進学行動に影響を与えることを見出した点
は重要な政策的、社会的な意義をもっている。
ただしこの調査の意義は、むしろ様々な要因
が構造的に進学選択を決定していること、ま
た社会的な機会均等性の観点からいっても
大学入学のみが問題ではなく、それ以後の学
習、就職まで視野に入れた分析が必要である
ことを示した点にある。 
大学生の学習行動の構造 
 成果の第二は、大学における教育と学習

がどのように行われているかについて、構造
的把握の端緒を得たことである。おもな結果
は以下のようにまとめることができる。 
学生の将来のキャリア観、それと大学での

学習領域との一貫性は、学習時間、授業の効
果、獲得した能力の自己評価などに重要な影
響を与える。この関係は、大学の選抜性とは
あまり関係がなく、選抜性の高い大学におい
ても、こうした一貫性がみられない学生は少
なくない。大学における教育が早期に専門性
を強調しすぎることによって、成長の機会を
逸する学生が、一定の割合で存在する。 
授業のプラクティス（形態）は一般に重要

な影響を学生の学習時間（授業で要求される
学習時間と自主的な学習時間の総計）に影響
をおよぼす。ただし、一般的に考えられてい
るように、｢統制型｣（厳格な出席管理、成績
管理、小テスト等）の授業は効果をもたず、
学習時間のうえでは、むしろマイナスの効果
をもつ。他方で「授業方法の工夫」（分かり
やすい、興味をもたせる）、および「参加型
授業」（学生による発表、グループワーク）
は学生の学習時間を増加させる効果をもつ。 
授業方法の改革については、個別大学によ

る差が大きい。とくに選抜性の高い大学にお
いて授業方法の革新が遅れている。また上記
の授業方法の効果についても、個別大学によ
って大きな相違がある。 
また以上の分析をもとに、アメリカにおけ

る同様の調査（NSSE,およびカリフォルニア
大学 SERU）結果と比較すると、大学教育と学
習について、日米に重要な構造的相違がある
ことが明らかになった。アメリカの学生の学
習は、授業において指示された学習を中心と
しており、この観点からみれば、日本の学生
の学習時間は平均して 3分の２程度にすぎな
い。他方で日本の学生は、授業で直接指示さ
れない学習時間については必ずししも少な
くなく、さらに卒業論文などを加えれば、日
米の差は縮まる。しかしそれでも学習時間総
計でみれば、日本の学生の学習時間はアメリ
カのそれを明確に下回る。 
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